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【応募機関名称：国立大学法人信州大学 】 

３．これまでの主な取組と現況 

①｢知的財産の創出･管理･活用の体制整備｣  

信州大学は大学知財本部整備事業･特色ある

知財管理活用機能支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに採択され、平成

16年4月に産学官連携推進本部を設置して産学

官連携や知財に関するﾎﾟﾘｼｰ･規程を制定し、多

数の教職員向説明会開催や、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ配布等によ

って周知徹底を図り、管理体制を整備してきた。

さらに[ﾅﾉﾃｸ･IT]と[ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ]の分野毎に、分野

の特長･特殊性を鑑みた知財の創出･管理･活用

や、産学官連携(初期相談～実用化まで)をﾏﾈｼﾞﾒ

ﾝﾄする方策を他に先んじて実践すると同時に、

両分野ｽﾀｯﾌが一同に出席する運営委員会を月1

回開催し、両分野の連携と融合を進めてきた。 

[ﾅﾉﾃｸ･IT]分野では、工･繊維学部等を中心に、

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀによる研究ｼｰｽﾞの発掘や、ｼｰｽﾞ集の作

成･配布、ｼｰｽﾞ発表会の多数開催等に基づく産学

官連携を推進してきた。さらに21世紀･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ

COEや、科学技術振興調整費等の省庁関連大型事

業による研究の推進、並びに知的ｸﾗｽﾀｰ第Ⅰ期事

業｢長野･上田ｽﾏｰﾄﾃﾞﾊﾞｲｽｸﾗｽﾀｰ｣、同第Ⅱ期事業

｢信州ｽﾏｰﾄﾃﾞﾊﾞｲｽｸﾗｽﾀｰ｣において、地域企業との

濃密な共同研究開発を進めて多数の知的財産を

創出し、多くの製品化を成功させてきた。 

[ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ]分野では、医･農･理学部等を中心

に、ｼｰｽﾞの発掘、ｼｰｽﾞとﾆｰｽﾞのﾏｯﾁﾝｸﾞ交流会や

異分野融合を目指した医農･医工連携交流会を

多数開催し、研究段階から知財の活用を見据え

た知財戦略の構築を進めてきた。さらに特殊性

が強い医学領域の知財活用を総合支援するため、

医学部知的財産活用ｾﾝﾀｰを推進本部と同時に両

者の強固な連携体制をもって設置し、ﾏﾃﾘｱﾙﾄﾗﾝｽ

ﾌｧｰ、生物多様性条約(ﾎﾞﾝ･ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ)への対応、

臨床研究利益相反ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄを始め、臨床研究(被

験者の個人情報保護や健康被害が生じた場合の

補償を含む共同研究契約の徹底)や治験(薬事法

対応ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ)を含む国内先端ﾓﾃﾞﾙとしての活動

（P.18 図6）を実践してきた。特筆事項として、

地場の精密機械企業との医工連携と、前述の総

合支援により、医療機器業界に新規参入した地

域企業による試作機開発と医療機器承認が次々

に行われている(P.18 図7)。 

 発明審査も[ﾅﾉﾃｸ･IT]と[ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ]の分野毎

に、分野の技術に精通した教員、ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ、㈱

信州TLOｽﾀｯﾌ等の委員で審査し、職務発明･帰属･

特許出願･審査請求･拒絶対応･外国出願の可否･

譲渡等に関して、迅速･的確な審査を可能として

いる。技術移転も分野に応じて信州TLOが対応し、

業界毎に最適な技術移転方策を実施してきた。 

平成19年度、推進本部に専任講師を配置して、

知財管理･活用体制を強化すると共に知財教育･

知財人材育成体制の高水準化を図った。 

②｢利益相反ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ体制の整備｣ 本学は平成18

年度に｢産学連携利益相反ﾎﾟﾘｼｰ｣｢産学連携利益

相反ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ規程｣を整備し、産学官連携推進上

の利益相反を適切にﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄしている。また｢臨

床研究に係る利益相反ﾎﾟﾘｼｰ｣｢臨床研究に係る

利益相反ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ規程｣も同時期に整備済であり、

医倫理委員会と連携して実際に臨床研究の利益

相反をﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄすると同時に、産学官連携で実施

する総ての臨床研究案件に対して利益相反ﾏﾈｼﾞ

ﾒﾝﾄの要否に関する意見書を提出して、問題発生

の抑止と社会からの信頼確保を図っている。 

③｢秘密保持体制の整備｣ 本学は企業等と共同

研究を前提とした協議を行う際は秘密保持契約

を締結することとしている。さらに、共同･受託

研究では、契約書で秘密保持を厳密に規定して

いる。産学官連携に限らず全ての研究成果(有体

物及びその情報)の不本意な流出を避けるため、

研究成果有体物取扱規程を整備し、その取扱い

について教職員･学生共に遵守することとした。

例として大学院医学系研究科の修士在学生全員

が同規程の遵守に係る誓約書を提出している。 

④｢その他全般に産学官連携の紛争への対応｣ 

 産学官連携関連の紛争を予防するため、各種

規程整備や教職員への啓発活動を行うと同時に、

頻繁に知財･契約等の専門弁護士や弁理士への

相談と指導を仰ぐことにより法務機能体制の強

化を進めており、今後も一層の体制強化を図る。 

⑤｢その他特筆すべき取組｣ 長野県の面積は全

国4位を誇り、その広大な県内の地域毎に特色有

る企業が集積している。そこで地域密着型の産

学官連携ﾏｯﾁﾝｸﾞを図るため、本学ｷｬﾝﾊﾟｽのある

長野､上田､松本､伊那･南箕輪に産学官連携室

(長野､上田はｷｬﾝﾊﾟｽ内に市設による産学官連携

ｾﾝﾀｰも有る。P.18 図8,9)を設置し、さらに主要

工業地域の諏訪圏、飯伊、塩尻に産学官連携拠

点を置き、各地にｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀを配置して企業や自

治体との連携を深めてきた結果、地域企業との

共同研究件数が大幅に増加した(P.17 ﾃﾞｰﾀ⑥)。 
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【応募機関名称：国立大学法人信州大学 】 

４．産学官連携戦略 

○｢総括｣ 信州大学並びに地域行政は、それぞれ

の発展の根幹として産学官･地域連携を重視す

る将来計画を掲げている。そこで、地域に特化

した産学官連携の｢学｣ｻｲﾄﾞの推進母体として、

｢信州産学官連携機構｣(信州大学が世話役とな

り、長野県内の他の18大学等が“連携機関”と

して参画)を設立する(図1)。本学で実績を挙げ

てきた[ﾅﾉﾃｸ･材料･IT]と[ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ]の分野毎に、

それぞれの特長･特殊性を鑑みて産学官連携をﾏ

ﾈｼﾞﾒﾝﾄする方策に加え[地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ]分野を整備

し、教員やｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀを介した当該3分野での国公

私大学連携を図りつつ、分野を超えた文理融合

を推進して“世界を見据えた地域密着型の産学

官連携”による地域のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出を推進する。 

①｢産学官連携戦略｣本学は[信州大学ﾋﾞｼﾞｮﾝ

2015/信州発飛翔ﾌﾟﾗﾝ｢ｵﾝﾘｰﾜﾝの魅力あふれる地

域拠点大学｣をめざして]において、地域との連

携を根幹とした以下のﾋﾞｼﾞｮﾝを掲げている。 

・未来の社会を展望した有為な人材教育の実践、と

して地域社会及び国際社会で活躍できる高度専門

人材の育成。 

・地域に根ざし世界に拓く研究拠点の形成。 

・豊かな地域社会の創造に向けての協働と貢献。 

 一方、長野県も地域大学等との産学官連携を

根幹とした平成20〜24年度の中期総合計画を策

定し、以下の主要施策等が掲げられている。 

・｢世界へ飛躍するものづくり産業の構築｣ 産学官

の協働による“信州型ｽｰﾊﾟｰｸﾗｽﾀｰの形成” 

(文科省:知的ｸﾗｽﾀｰ第Ⅱ期事業｢信州ｽﾏｰﾄﾃﾞﾊﾞｲｽｸﾗ

ｽﾀｰ｣、及び経産省:産業ｸﾗｽﾀｰ第Ⅱ期｢中央自動車道

沿線ﾈｯﾄﾜｰｸ支援活動｣と連携) 

・｢長野県のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ創出促進と発信力向上｣ 産学官

連携による“地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの創出促進と発進力向上”
  

このため、信州大学は文理8学部を有する県内

唯一の国立大学として、地域拠点大学たる自覚

の元に｢信州産学官連携機構｣を平成20年度に設

立し、｢学｣ｻｲﾄﾞの相互支援の中枢を担う。機構

は地域から国際社会までを見据え、本学並びに

機構に連携機関として参画する県内各国公私大

学･短期大学･高等専門学校の全校(以下、機構参

画全校)の間の連携とﾈｯﾄﾜｰｸ構築を図り、産業

界･国･地方公共団体･公設試験場･金融機関との

産学官連携を推進し、地域のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出に貢

献する。このﾈｯﾄﾜｰｸにより、地域企業等にとっ

て初期相談から実用化までの最適な連携先の大

学･教員を、迅速に選択できるようになる。 

②｢ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ｣ 信州産学官連携機構では、機構参

画全校での産学官連携に関して、[ﾅﾉﾃｸ･材料･

IT][ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ][地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ]の3分野で、分野毎

の特長･特殊性を鑑みたﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ体制を構築する

(図1)。同時に、教員やｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀを介した有機的

な分野融合を図りつつ、｢学｣ｻｲﾄﾞの情報開示や

情報発信を強化して産学官連携を推進し、地域

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの創出を増進するとともに、機構参画

全校への外部資金導入を増加させる。 

 
図１ 信州産学官連携機構(SIS)のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

③｢体制｣ 信州産学官連携機構(機構長:世話役

大学長)を設立し、機構長、3分野の長、並びに

機構参画全校の代表者で機構運営委員会を組織

する。機構長及び機構運営委員会は、機構参画

全校の実務者並びにｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀを中心に組織する

実務者連絡会議、並びに産業界･行政･有識者等

で組織される機構諮問委員会からの意見を参考

に機構運営を統括する。信州大学の産学官連携

推進本部に｢知的財産｣｢地域連携｣｢ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ｣

｢管理･企画｣の4支援部門を置き、3分野の特長･

特殊性に鑑みた活動を支援する(P.11 図4,5)。

さらに18校の連携機関に分野に応じたｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ

を派遣して、産学官連携に係る業務ｱﾄﾞﾊﾞｲｽを行

うと同時に信州大学の4支援部門との連携･支援

体制を築いて、産学官連携実施体制が脆弱な連

携機関における各種業務の円滑な実施体制を構

築する。併せて、教員、ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀのﾈｯﾄﾜｰｸを介

した産学官連携や有機的な分野融合を推進する。 
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【応募機関名称： 国立大学法人信州大学 】 

５．事業計画  さらに機構を中枢として3分野を有機的に融

合し、地域から世界を見据えた文理融合型の産

学官連携によって地域のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出を増進す

る。本事業成果は｢地域連携｣｢国公私大学連携･

文理融合｣｢特定分野｣に基づいた産学官連携に

よる地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出のﾓﾃﾞﾙとなるため、ﾎｰﾑﾍﾟ

ｰｼﾞや研修会･報告会の開催により、進捗状況の

紹介やﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ手法等の普及を進める。 

①｢事業計画の特色｣ これまで信州大学では[ﾅﾉ

ﾃｸ･材料･IT][ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ]の2分野で、県内に分散

したｷｬﾝﾊﾟｽの特長を活かして自治体･企業･公設

試験場･金融機関等と連携し、｢長野･上田地域の

科学技術ｸﾗｽﾀｰの形成｣等の特色有る産学官連携

活動を推進してきた。さらに最近では少子高齢

化や中山間地域の問題、観光業の停滞等、地域

再生･振興、まちづくりといったｽﾃｰｼﾞにおいて

も、地域から大学の社会貢献が期待され、本学

でも人文学部では地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ学、経済学部では

地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝに関する研究等が進展している。 

②｢体制｣ 信州大学及び18校の連携機関におけ

る3分野での各活動を支援するため、信州大学産

学官連携推進本部に以下の4支援部門を置き、ﾏﾄ

ﾘｯｸｽ体制をとる(P.11 図4)。 

｢知的財産支援部門｣ 技術動向の把握･発明技術

の価値評価･特許範囲の拡充や国際的な権利保

護等の知財の管理活用、成果有体物の管理活用、

各種契約等を支援。臨床研究･橋渡し研究を支援。 

そこで本事業では信州大学並びに地域の産学

官連携戦略の展開において新たに[地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ]

分野という構想を取り入れ、産業界(大企業や中

小･ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業を問わず、地場から国際企業ま

で)･国･県･各市町村･公設試験場･金融機関･県

内大学等と分野を融合して連携することにより、

信州産学官連携機構としてｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝに対

応した産学官連携体制を整備する。 

｢地域連携支援部門｣ 各種産学官連携の斡旋･ﾏﾈ

ｼﾞﾒﾝﾄ、企業人材育成(社会人教育)等を支援。 

｢ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ支援部門｣ ﾍﾞﾝﾁｬｰ･中小企業等を支援。 

｢管理･企画支援部門｣ 人事･予算管理･企画支援。 

3分野に分野長とｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀを配置し、文科省派

遣ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀを統括として18校の連携機関へ分野

に応じたｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀを派遣する。連携機関派遣ｺｰ

ﾃﾞｨﾈｰﾀは、信州大学の上記4支援部門の担当者と

の連携を図りつつ、連携機関における産学官連

携実施体制の整備を支援し(P.11 図5)、産学官

連携の総合的なﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｽを行うと同時に、教員

やｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀのﾈｯﾄﾜｰｸを介した異分野融合による

地域のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出を推進する。技術移転に関

しては、㈱信州TLOが機構参画全校の案件を扱う

ことができる。加えて機構に若手研究者制度(採

用3名)を設置し、各支援部門におけるOJTや、企

業知財部でのｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ等により次代のｽﾀｯﾌを

育成する。また機構参画全校の間で職員の研修･

派遣、学生への知財教育の支援等を実施する。 

[ﾅﾉﾃｸ･材料･IT] 主要な工業集積地域への産学

官連携拠点の設置とｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ配置、地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮ

ﾝｸﾗｽﾀｰ創出計画の立案と実施支援(P.7 図2)、地

域社会人大学院ｺｰｽの開講、企業等での長期ｲﾝﾀｰ

ﾝｼｯﾌﾟﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの実施支援 

[ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ] 治験を踏まえた独占実施許諾等の

分野の実情に特化した知的財産権の管理活用、

橋渡し研究や治験の担当部署と密接に連携した

先端ﾓﾃﾞﾙとしての医学領域における総合知財ﾏﾈ

ｼﾞﾒﾝﾄ(P.18 図6)、伝統食文化と新規食材の融合、

医療関係者の生涯研修や市民向医学講座の開催 

[地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ] 伝統･文化･歴史･社会･経済的視

点からの地域資源の発掘、ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ･ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ創出

手法の地域資源への応用、ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ･ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ創出

手法の地域企業への応用、場のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化手法の

地域への応用、地域団体商標登録等の地域ﾌﾞﾗﾝ

ﾄﾞ独自の知的財産権の活用、総合ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ戦略の

立案とﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ(P.7 図3) 

③｢将来像｣ 事業期間終了後には、機構を中枢と

した3分野の特長･特殊性を鑑みた産学官連携ﾏﾈ

ｼﾞﾒﾝﾄ体制が円熟して文理融合が進み、地域のｲﾉ

ﾍﾞｰｼｮﾝ創出が大きく増進する。それは地域の産

学官連携に留まらず、国際産学官連携へと進展

する。機構の設立以降、機構参画全校への外部

資金や技術移転収入が増加し、事業期間終了時

には機構が自己運営可能となる。また、機構が

輩出した産学官連携ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ人材が各校･地域企

業等へ配置され、地域のﾎﾟﾃﾝｼｬﾙの増大に繋がる。 

[全分野共通] 学生･教職員向の知財講義、ﾍﾞﾝﾁｬ

ｰ･中小企業支援、大学等のｼｰｽﾞ発表会の開催、

質を重視した戦略的な知的財産権の取得 

また、現在進行するｸﾞﾛｰﾊﾞﾙCOE1件、科学技術

振興調整費3件、知的ｸﾗｽﾀｰ第Ⅱ期事業、その他

の各省庁等関連事業とも高密な連携を図り、各

事業の展開を産学官連携･知財面から支援する。 
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【応募機関名称： 国立大学法人信州大学 】 

６．事業計画の年度別計画 

〔事業内容〕 

年 度 事業内容 

平成２０年度 

①目標  信州産学官連携機構を設立し、機構に参画する信州大学並びに18校の連
携機関の産学官連携･知財等管理体制を整備する。併せて18校の連携機関における産
学官連携の推進と付随業務を支援できるように、信州大学産学官連携推進本部を3分
野･4支援部門体制に改組し、機構運営を円滑に実施できる体制を整える。機構参画
全校(信州大学と18校の連携機関)の間･行政･産業界とのﾈｯﾄﾜｰｸを構築し、既に実施
中のものに加えて新規の産学官連携活動を推進する。 
②事業内容   
・ 機構設立記念式典と、機構運営委員会(以後、開催は2回/年度)の開催。 
・ ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀや業務担当者の連携･支援による、18校の連携機関での産学官連携･知財

等管理体制の整備。 
・ 信州大学産学官連携推進本部の3分野･4支援部門体制への改組と、分野長･支援部

門長･専任教職員･ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ･若手研究員の配置。 
・ 機構参画全校の間(3分野･4支援部門の関係者)･行政･産業界とのﾈｯﾄﾜｰｸを構築す

るための実務者連絡会議の開催(以後、開催は4回/年度)。 
・ 産業界･行政･有識者等で組織される機構諮問委員会の開催(以後、開催は1回/年

度)。 
・ 既に実施中の3分野での産学官連携活動の推進と、有機的な分野融合の啓発。 
・ 人材養成事業の体制整備。 

平成２１年度 

①目標  機構参画全校の間･行政･産業界との高密なﾈｯﾄﾜｰｸを構築し、3分野での産
学官連携活動を推進すると同時に、有機的な分野融合を啓発･実施する。併せて、3
分野･4支援部門での体制の改善･最適化を図る。地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出のﾓﾃﾞﾙである本事
業成果の、他機関や一般への普及を図る。 
②事業内容   
・ 機構運営委員会･機構諮問委員会･実務者連絡会議を通じた、信州の産学連携･地

域再生の推進。 
・ ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀや教員の連携･支援による、機構参画全校における3分野での産学官連携

活動(国際産学官連携を含む)の推進と、機構参画全校の間･行政･産業界との高密
なﾈｯﾄﾜｰｸの構築に基づく有機的な分野融合の啓発と実施。 

・ 本事業成果の普及を図るための報告会の開催。 
・ 知財人材ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの開始。 

平成２２年度 

①目標  地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出を増進するため、産学官連携や分野融合による各種産
業の再生と新規産業の育成を図る。他機関や一般に本事業成果の普及を図る。 
②事業内容   
・ ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀや教員の連携･支援による、機構参画全校における3分野での産学官連携

活動(国際産学官連携を含む)の推進と、機構参画全校の間･行政･産業界との高密
なﾈｯﾄﾜｰｸの構築に基づく有機的な分野融合の啓発と実施による、各種産業の再生
と新規産業の育成支援。 

・ 本事業成果に係る研修会の開催。・人材養成事業の実施。 

平成２３年度 

①目標  本機構活動により各種産業再生と新規産業育成を図り、地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの
創出から信州型ｽｰﾊﾟｰｸﾗｽﾀｰの形成を進める。本事業終了後に向けた本機構の自己運
営体制の構築を準備する。他機関や一般に本事業成果の普及を図る。 
②事業内容   
・ 機構参画全校における(国際)産学官連携活動の推進と、高密なﾈｯﾄﾜｰｸ構築に基づ

く有機的な分野融合の啓発と実施による、各種産業再生と新規産業育成支援。 
・ 自己運営体制の構築に向けた機構参画全校における各種体制整備。 
・ 本事業成果の普及を図るための報告･研修会の開催。・人材養成事業の実施。 

平成２４年度 

①目標  本機構活動により各種産業再生と新規産業育成を図り、地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの
創出から信州型ｽｰﾊﾟｰｸﾗｽﾀｰを形成する。本事業終了後に向けた本機構の自己運営体
制を構築する。他機関や一般に本事業成果の普及を図る。 
②事業内容   
・ 機構参画全校における産学官連携活動(国際産学官連携を含む)の推進と、高密な

ﾈｯﾄﾜｰｸ構築に基づく有機的な分野融合の啓発と実施による、各種産業の再生と新
規産業の育成支援。 

・ 自己運営体制の構築に向けた機構参画全校における各種体制整備と運営。 
・ 本事業成果の普及を図るための報告･研修会の開催。・人材養成事業の実施。 
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【応募機関名称： 国立大学法人信州大学 】 

６．事業計画の年度別計画 

〔数値目標〕 

①発明状況 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度  

 発明届出件数 133件 144件 153件 164件 174件

    ②特許取得及び管理状況                                                       

特許権（国内） ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

出願件数 101件 109件 116件 125件 132件

登録(権利化)件数 16件 17件 15件 13件 15件

 

保有件数 41件 58件 73件 86件 101件

    ③特許権（国内）のライセンス等収入 

実施許諾・譲渡 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

件数 12件 17件 22件 26件 30件

件数（ＴＬＯ経由） 7件 12件 17件 21件 25件

収入額 2,256千円 3,196千円 4,136千円 4,888千円 5,640千円

 

 

 

収入額（ＴＬＯ経由） 1,624千円 2,301千円 2,978千円 3,519千円 4,061千円

    ④共同研究（国内）受入実績 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

受入件数 324件 341件 359件 378件 398件

 

 

受入額 366,938千円 381,338千円 395,738千円 410,138千円 424,538千円

    ⑤受託研究（国内）受入実績 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

受入件数 164件 169件 174件 177件 182件

 

 

受入額 1,694,685千円 1,756,285千円 1,817,885千円 1,879,485千円 1,941,085千円

    ⑥その他特色ある知的財産活動 

信州大学と長野県

内企業との活動 
２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

共同研究受入件数 106件 112件 118件 124件 131件

     

 

共同研究受入金額 74,562千円 77,488千円 80,414千円 83,340千円 86,266千円

 特許出願件数 22件 24件 25件 27件 29件

 

信州大学を除く連

携機関の活動 
２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

共同研究受入件数 42件 49件 56件 63件 70件

     

 

共同研究受入金額 28,893千円 33,708千円 38,523千円 43,338千円 48,156千円

 受託研究受入件数 39件 45件 51件 58件 66件

 受託研究受入金額 89,114千円 103,966千円 118,818千円 133,670千円 148,524千円

 
特許出願件数 39件 44件 49件 54件 59件
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【応募機関名称： 国立大学法人信州大学 】 
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図２ 地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｸﾗｽﾀｰ創出計画の立案と実施支援の一例 
～ﾅﾉﾃｸ･材料･IT分野のｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀが支援する長野市(善光寺平)地域の基本計画の概要”～ 

 
 

 

図３ 産学官連携による地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ構想の概要と取り組みの例 

 
  (1) 地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞとは                                   (2) これまでの取り組みと今後の具体的なｱｸｼｮﾝ 

    
 

(3) 長野県内市町村の地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力分析             (4) 産学官連携によるﾌﾞﾗﾝﾄﾞ戦略の事例  

    



【応募機関名称： 国立大学法人信州大学 】 

７．資金等計画 

①総表                                    （単位：百万円） 

 19年度（実績） 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 

大学等の総予算 43,298 43,520 42,774 42,566 42,419 42,060

産学官連携戦略全体金額 91 152 158 161 163 163

産学官連携経費割合 0.2％ 0.3％ 0.4％ 0.4％ 0.4％ 0.4％

事業計画分 19 46 50 50 50 50

補助・支援事業 3 

 

 

 

 

5 5 5 5 

 

 

 

 

5

間接経費等 47 79 81 83 85 85

実施料等収入 3 3 3 4 4 4

その他 19 19 19 19 19 19

計 69 101 103 106 108 108

(うち国内出願等経費) 7 13 14 15 16 17

(うち外国出願等経費) 3 4 5 6 7 8

自
己
負
担
分
（
財
源
） 

負担割合 75.8％ 66.4％  65.2％  65.8％  66.3％  66.3％

 

②その他（産学官連携人材の派遣・配置）                     （単位：人） 

 19年度（実績） 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 

・文部省産学官連携コー

ディネータ 

・松本市からの出向者 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 
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【応募機関名称： 国立大学法人信州大学 】 

７．資金等計画 

③２０年度事業計画の経費内訳                         （単位：千円） 

平成２０年度（７月から翌年３月まで。） 

費目 種別 委託費の額 備考（消費税対象額を記載）

設備備品費    

業務担当職員 ３１,８６９  

補助者 ３,４７５  

社会保険料等事業主負担分 ７９１  
人件費 

計 ３６,１３５ ３５,９２５

国内旅費 ５２５  

外国旅費 １,０００ ９６０

雑役務費 ４,７２５  

印刷製本費 ８４０  

消費税相当額 １,８４４  

  

業務実施費 

計 ８,９３４  

一般管理費  １,３０７  

合計  ４６,３７６  
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【応募機関名称： 国立大学法人信州大学 】 

８．戦略達成のための体制 

〔連合組織等の体制図〕（複数の応募機関の連名による応募の場合のみ） 

連合組織等の責任者 

  氏 名： 

  役 職： 

 

（体制図） 

 

 

 

 

 

 

・連合組織等の内容 

 

 

・連携機関の役割分担 
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【応募機関名称： 国立大学法人信州大学 】 

８．戦略達成のための体制 

〔応募機関の体制図〕 
応募機関における産学官連携組織の責任者 

  氏 名： 白井汪芳 

  役 職： 産学官連携推進本部長  

図４ 信州産学官連携機構の運営体制、及び信州大学産学官連携推進本部のﾏﾄﾘｯｸｽ型業務支援体制と人員配置 

 

図５ 信州産学官連携機構における信州大学(世話役)と連携機関(長野県内の18大学等)との業務支援ｲﾒｰｼﾞ 

 

○分野別のｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀが連携機関の

産学官連携のｱﾄﾞﾊﾞｲｽ、企業、自

治体を対象としたﾏｯﾁﾝｸﾞを推進

する 

 

○信州大学が分野に応じた連携機

関の発明･技術評価を支援する 

 

○信州大学が連携機関の産学官連

携･知財管理に関する法務的ｻﾎﾟｰ

ﾄを行う 

 

○信州大学と連携機関が協力し

て、産学官連携・知財に係る人材

養成を推進する 

 

・連携機関の役割分担(図1参照) ※連携機関は産学官連携に関する各種支援を信州大学から受けられる(図5参照) 

○長野大(上田市)･松本大(松本市)･松商短大(松本市)･飯田女子短大(飯田市)･長野女子短大(長野市)･長野県短大(長野

市)： 主に[ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ]と[地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ]分野に跨る産学官連携活動の推進と、他分野融合による地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの創出 

○清泉女学院大(長野市)･清泉女学院短大(長野市)･上田女子短大(上田市)･信州短大(佐久市)･信州豊南短大(辰野町)： 

主に[地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ]分野での産学官連携活動の推進と、他分野融合による地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの創出 

○諏訪東京理科大(茅野市)･長野県工科短大(上田市)･長野工業高専(長野市)： 主に[ﾅﾉﾃｸ･材料･IT]分野での産学官連携

活動の推進と、他分野融合による地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの創出 

○松本歯科大(塩尻市)･長野県看護大(駒ヶ根市)･佐久大(佐久市)･松本短大(松本市)： 主に[ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ]分野での産学官

連携活動の推進と、他分野融合による地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの創出 
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【応募機関名称： 国立大学法人信州大学 】 

９．機関の概要 

 

①本部所在地： 

 長野県松本市旭三丁目１番１号 

 

②機関の組織の概略： 
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【応募機関名称： 国立大学法人信州大学 】 

③学部等・教員数： 

教 員 数 
学 部 等 名 

教 授 准教授 講師 助教 助手
キャンパスの所在地 

人文学部 19名 20名 6名 松本市旭3-1-1 

教育学部 55名 42名 1名 1名 長野市大字西長野6の口

経済学部 23名 8名 5名 2名

理学部 36名 24名 2名 7名

医学部 54名 40名 15名 72名 7名

医学部附属病院 1名 11名 35名 93名

松本市旭3-1-1 

工学部 62名 57名 3名 24名 1名 長野市若里4-17-1 

農学部 37名 20名 2名 5名 上伊那郡南箕輪村8304

繊維学部 40名 36名 3名 15名 2名 上田市常田3-15-1 

全学教育機構 21名 26名 3名

健康安全センター 1名 1名 1名
松本市旭3-1-1 

総合情報処理センター  1名

地域共同研究センター  1名
長野市若里4-17-1 

国際交流センター 1名 1名

山岳総合研究所 2名 1名 1名

ヒト環境研究支援セン

ター 
1名 2名 2名

松本市旭3-1-1 

カーボン研究所  1名 長野市若里4-17-1 

ﾅﾉﾃｸ高機能ﾌｧｲﾊﾞｰｲﾉﾍﾞ

ｰｼｮﾝ連携ｾﾝﾀｰ 
 5名

ﾌｧｲﾊﾞｰﾅﾉﾃｸ国際若手研

究者育成拠点 
 12名

ｻﾃﾗｲﾄ・ﾍﾞﾝﾁｬｰ・ﾋﾞｼﾞﾈ

ｽ・ﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ 
 1名

上田市常田3-15-1 

産学官連携推進本部  1名 松本市旭3-1-1 

大学院経済・社会政策

研究所 
5名 1名 2名 1名 長野市若里4-17-1 

大学院工学系研究科 1名 1名 1名 上田市常田3-15-1 

大学院農学研究科 4名 3名 3名 上伊那郡南箕輪村8304

大学院医学系研究科 12名 8名 4名 9名 松本市旭3-1-1 

大学院総合工学系研究

科 
6名 4名 上田市常田3-15-1 

大学院法曹法務研究科 13名 7名 松本市旭3-1-1 

 計394名 計316名 計 81名 計253名 計13名 合計 1,057名 
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【応募機関名称： 国立大学法人信州大学 】 
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④キャッシュフロー計算書又は資金収支計算書（平成18年度）： 

 

 

  



【応募機関名称： 国立大学法人信州大学 】 

１０．「知的財産の創造、保護及び活用に関する推進計画」（平成15年7月知的財産戦略本部

決定）への対応状況等について 

⑤発明に関する権利を承継し実施料収入を得た場

合の発明者個人に還元すべき金額の支払ルールを

明確化する。 

①大学知的財産本部とＴＬＯが連携し各種方針・

ルールの策定等の機能強化を図る。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

信州大学と㈱信州ＴＬＯは平成１８年度に技術移

転業務の取扱に関する包括契約を締結し、技術移

転業務の業務及び報酬に関して明確にしている。 

 

■ 対応済   □ 対応できていない 

職務発明規程、職務発明細則で明確にしている。 

http://jimuwww.shinshu-u.ac.jp/rcd/rcd/silo/

porisi/ps.htm 

  

 ②社会貢献が研究者の責務であることを大学等に

おいて明確に位置付ける。 ⑥各大学の創意工夫に基づく特色ある大学知的財

産本部の整備・充実・強化を図る。 ■ 対応済   □ 対応できていない 

知的財産ポリシー、産学官連携ポリシー、職務発

明規程において明確にしている。 

http://jimuwww.shinshu-u.ac.jp/rcd/rcd/silo/

porisi/ps.htm 

■ 対応済   □ 対応できていない 

ライフサイエンスと、ナノテク・ＩＴの分野毎に

分野の特長・特殊性を鑑みた知財の創出・管理・

活用や、産学官連携をマネジメントする方策を他

に先んじて実践している。  

 ③研究者の業績評価は研究論文等と並んで知的財

産を重視する。 ⑦知的財産の創出・保護・活用に関する基本的考

え方を確立する。 ■ 対応済   □ 対応できていない 

平成19年度から導入した教員業績審査において

「産業財産権」も評価項目とした。 

 

 

■ 対応済   □ 対応できていない 

知的財産ポリシー、産学官連携ポリシーにより明

確にしている。 

http://jimuwww.shinshu-u.ac.jp/rcd/rcd/silo/

porisi/ps.htm  

 ④透明性・公正性に配慮した評価システムを構築

し学内に周知する。 ⑧産学官連携と知的財産管理機能を集中し産業界

からみた窓口の明確化を進める。 ■ 対応済   □ 対応できていない 

職務発明規程を整備して、発明の評価を専門性の

ある２分野（ライフサイエンス分野、ナノテク・

ＩＴ分野）に分けて行っている。 

http://jimuwww.shinshu-u.ac.jp/rcd/rcd/silo/

porisi/sk.htm 

両分野を統括する発明委員会を組織している。学

内に特許出願の手順・体制に関するパンフレット

を配布したり、説明会を多数開催するなどして周

知している。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

産学官連携推進本部の管理下に、4地区のキャンパ

ス毎に設置した産学官連携室や、発明委員会等を

置き、共同・受託研究の窓口と知的財産管理機能

を一元化して、産業界からみた窓口を明確化して

いる。 

 

⑨知的財産の機関一元管理を原則とした体制を整

備する。 

■ 対応済   □ 対応できていない  

発明の審査は２分野（ライフサイエンス分野、ナ

ノテク・ＩＴ分野）で行うが、管理は産学官連携

推進本部で一元的に行っている。また、研究成果

有体物の管理・活用等も産学官連携推進本部の管

理下で行っている。 
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【応募機関名称： 国立大学法人信州大学 】 

（「１０．知的財産の～」１応募機関２ページ以内）      16

⑭研究マテリアルの移転条件や移転手続きを定め

たルールの周知を図り、使用の円滑化を図る。       

⑩特許出願しない発明の研究者への還元や自らの

発明を異動先で研究継続できるような柔軟な措置

を講じる。 ■ 対応済   □ 対応できていない 

研究成果有体物取扱規程を整備し取扱っている。 ■ 対応済   □ 対応できていない 

発明委員会において、大学が承継しない発明を個

人帰属としている。研究者の異動に伴う産業財産

権の異動先への許諾・譲渡や、成果有体物の無償

提供等柔軟に対応している。 

 

⑪産学官連携ルール（営業秘密、共同研究による

知的財産の帰属等）や契約書の雛形などを整備し

外部に公表する。  

■ 対応済   □ 対応できていない 

営業秘密は、研究成果有体物取扱規程の中で、教

職員・学生を問わず規定している。 

http://jimuwww.shinshu-u.ac.jp/rcd/rcd/silo/

porisi/syk.htm 

共同研究取扱規程や契約書の雛形を整備し、知的

財産の帰属等を明確にして公表している。 

http://jimuwww.shinshu-u.ac.jp/rcd/rcd/kyodo

/index.html#k_k 

 

⑫企業と大学等の協議結果を踏まえた共同・受託

研究契約の締結ができるよう柔軟性を確保する。 

  ■ 対応済   □ 対応できていない 

共同・受託研究の契約については基本的には本学

の雛形を提示しているが、企業の要望等があった

場合には協議して適宜契約内容を変更・修正する

等、柔軟に対応している。 

 

⑬起業する研究者の求めに応じた権利の移転や実

施権の設定を可能とする柔軟なルールを整備する。 

   ■ 対応済   □ 対応できていない 

知的財産権実施等取扱規程において企業等学外 

機関への譲渡・実施許諾について可能としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://jimuwww.shinshu-u.ac.jp/rcd/rcd/silo/

porisi/syk.htm 

教職員・学生向の知財講習会で規程の周知を図り、

使用の円滑化を進めている。 

 

⑮発明者の明確化、共同研究成果の明確化等に資

する研究ノートの記載・管理方法について研究・

教育を実施し研究ノートの使用を奨励する。 

■ 対応済   □ 対応できていない 

学内で知財講習会を実施した際に、研究ノートの

意義として発明者の明確化等があることを説明し、

使用を奨励している。 

 

 

 

 

 



【応募機関名称： 国立大学法人信州大学 】 

１１．現状に関するデータ 

①発明状況 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度  

 発明届出件数 123件 151件 133件 152件 122件

    ②特許取得及び管理状況                                                       

特許権（国内） １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

出願件数 112件 119件 131件 90件

登録(権利化)件数 1件 2件 4件 13件

 

保有件数 6件 8件 12件 25件

    ③特許権（国内）のライセンス等収入 

実施許諾・譲渡 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

件数 件 2件 2件 9件

件数（ＴＬＯ経由） 件 2件 2件 5件

収入額 千円 1,602千円 489千円 2,785千円

 

 

 

収入額（ＴＬＯ経由） 千円 1,602千円 489千円 1,435千円

    ④共同研究（国内）受入実績 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

受入件数 68件 108件 170件 227件 258件

 

 

受入額 111,537千円 139,585千円 231,364千円 278,218千円 334,461千円

    ⑤受託研究（国内）受入実績 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

受入件数 97件 105件 136件 166件 159件

 

 

受入額 371,415千円 402,229千円 861,713千円 945,666千円 1,633,085千円

    ⑥その他特色ある知的財産活動 

信州大学と長野県内

企業との活動 
１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

共同研究受入件数 16件 34件 64件 86件 98件

     

 

共同研究受入金額 11,600千円 27,585千円 54,420千円 64,653千円 68,886千円

 特許出願件数 12件 28件 24件 28件 20件

       

信州大学を除く連携

機関の活動実績 
１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

共同研究受入件数 25件 34件 32件 35件

     

 

共同研究受入金額 21,944千円 24,728千円 22,932千円 24,078千円

 受託研究受入件数 24件 34件 32件 33件

 受託研究受入金額 32,210千円 55,215千円 64,034千円 74,262千円

 特許出願件数 6件 26件 31件 35件
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○ビデオ硬性挿管用咽頭鏡： 

手元のモニタ画面で確認しな

がら適切な気管挿管が行える。

(承認番号218ABBZX00064000) 

 

 

○無拘束睡眠時無呼吸検査装

置： 睡眠時に体の下に敷くだ

けで、無侵襲・無拘束で睡眠時

無呼吸を検査できる。(承認番

号ZX21900B00431000) 

 

 

 

○組織剥離装置： 液体の吐出

を利用して生体組織を剥離で

きる。(試作機) 

 

 

 

 

○局所冷却機： 簡便な冷却に

より注射針等の疼痛を軽減で

きる。(試作機) 

 

図７ 地域の精密機械企業と信州大学医学部と

の医工連携、及び医学領域の総合知財ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

によって製品化した医療機器(医療機器承認済)

や試作機の例 

 
図６ 信州大学が実施する国内先端ﾓﾃﾞﾙとして

の医学領域の総合知財ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

 

 

平成16年以降、医学領域の総合知財ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄによって、医療機器の試作機32件を製作、その内15件以上

が臨床研究へ進展し、平成17年の薬事法改正後の医療機器承認が2件ある(平成20年3月現在)。 

 

 

 

 

   

図９ 上田市が信州大学繊維学部ｷｬﾝﾊﾟｽ内に設置

した｢浅間ﾘｻｰﾁ･ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝ･ｾﾝﾀｰ(AREC)｣の概要 
 

単なる産学連携支援ではなく、真の異業種交流の場の提

供･人材確保支援の成果(連携成果へのこだわり) 

 

JANBO Awards 2004 ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ部門 

JANBO新事業創出機関賞 受賞 

JAPAN Venture Awards 2007 地域貢献賞 受賞 

図８ 長野市が信州大学工学部ｷｬﾝﾊﾟｽ内に設置

した｢長野市ものづくり支援ｾﾝﾀｰ(UFO Nagano)｣

の概要 


